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3系統安定性の確保に向けたこれまでの整理

 「再エネ主力電源化」に向けた系統安定性の維持に関わる主な技術的課題は、インバータ電源(非同期電源)の増
加・同期電源の減少による慣性力の低下により、電源脱落時の周波数変化率RoCoFが増加することと考えられる
ため、慣性力の管理手法の整備、対応策や対策コストの整理をこれまで本委員会で行ってきた。

将来想定される
環境変化

インバータ電源（太陽光、風力）の導入拡大、主力電源化
同期電源（火力等）の減少

想定される課題

系統安定性の不足

同期化力低下慣性力低下 電圧維持能力低下
（短絡容量）

RoCoF増大

対応策の構築

同期安定性低下 電圧・周波数品質低下 事故除去困難化

＜主な課題＞

＜慣性力の管理指標＞
• 発電機Msysにより慣性力

を管理
• 各エリアの慣性力が電源脱

落エリアのRoCoF低減に影
響する効果を感度係数で
評価

＜対応策の方向性＞
• 感度係数の大きいエリアに

対策実施が効果的
• 同期電源の追加運転、同

期調相機の導入、インバー
タ電源に慣性機能付与など
の対策を対策必要量に応じ
て実施

＜対応策必要量・コスト評価＞
• 2050年想定において中西

エリアで慣性力不足が発生
する可能性

• 対策必要期間が限られるた
め同期電源の追加運転に
より低コストで対応可能

（前提条件により結果は変わりえる）



4（参考）RoCoF・Msysとは

＜周波数変化率 RoCoF（Rate of Change of Frequency）＞
 周波数変化率RoCoFは需給変動が発生した場合の周波数変化の傾きを表すものである。
 また系統連系規定では、電力品質を確保するために事故時運転継続要件(FRT要件：Fault Ride Through)が定められており、

RoCoFが2.0Hz/s以内では運転継続が求められている。

＜発電機Msys＞
 本委員会における系統の慣性力を管理する指標としてMsysを採用している。Msysは、定格周波数で系統連系している回転軸

（同期電源や同期調相機）に蓄えられている運動エネルギーの総和で、以下の式で算定される。

𝑀𝑀𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = �
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

𝐻𝐻𝑖𝑖 � 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑖𝑖

H：単位慣性定数（蓄積運動エネルギーで何秒間、定格電力を出力できるかを示す定数）［秒］

MVA：同期電源・同期調相機の設備容量

周波数変化率
df/dt(RoCoF)

電源脱落発生

周波数(Hz)

時間

【MW・s】



5今回の審議事項の概要

 本委員会において「再エネ主力電源化」に向けた電力系統の系統安定性の課題として、技術的な課題・対応策・費
用対効果の検討を進め、また将来(2030年・2050年)の慣性力確保状況の試算値をお示した。

 これまでの検討ではインバータ電源の増加・同期電源の減少による慣性力の低下によって電源脱落時の周波数変化
率(RoCoF)が増加するという点に着目して、RoCoFが2.0Hz/s以内とする対応策の検討を進めてきた。

 他方で大きな系統事故などのじょう乱によって電圧や周波数が急峻に変化した場合の影響については未確認であった。

 今回、将来において系統事故時に生じると想定される急峻な変動に対するインバータ電源の応動の調査結果を元に、
2030年想定における影響評価を行ったため、ご議論いただきたい。

周波数(Hz)

時間

周波数変化率
2.0Hz/s

数10ミリ秒

周波数変化率
2.0Hz/s

【これまでに整理】
慣性力確保対策により
2.0Hz/s以内を維持

故障中の極短時間で急峻な変化 今回の議論事項
 系統事故時の急峻な電圧・

周波数の変化に対するイン
バータ電源の応動（運転継
続できるか）を調査

 系統安定性を確保できるかど
うかシミュレーションにより確認
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7（参考）同期電源減少による慣性力・電圧(短絡容量)・同期化力への影響～

出所）第５５回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2020.10.27)資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_55_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_55_03r.pdf


8（参考）慣性力低下によるRoCoF増大とその対応策の方向性

 慣性力・同期化力低下が進むと電源脱落エリアのRoCoFが増大し、FRT要件の2Hz/sを超過するとインバータ電源
が運転停止することで更に周波数が低下し同期電源の連鎖脱落に至る可能性がある。

 これに対して、慣性力確保対策が必要になる閾値をMsysで管理し、将来の対策必要量・対策費用の評価を行った。

BエリアAエリア ・・・電源脱落

周波数(Hz)

時間

慣性力の低下
＆

同期化力低下
↓

電源脱落エリアの
RoCoF大きく増加

RoCoF減少

電源脱落エリアへ慣性
力増加対策が効果的

G

G効果：大 効果：小

RoCoFが2.0Hz/sを上回るとインバータ電源が脱落
↓

更なる周波数低下により同期電源が連鎖脱落
↓

大規模停電のおそれ

慣性力[GW・s]

1 8760

4月

・・・

3月

不足慣性力[GW・s]

顕在化断面数を確認し、広域的
に慣性力を調達する

Aエリア(2.0Hz/s超過エリア)

必要慣性力
(Msys管理値)

対策量及び対策費用

＜将来の慣性力不足の評価イメージ＞

時間

慣性力対策 慣性力対策

＜慣性力増加対策の効果のイメージ＞



9（参考）2030および2050年想定におけるRoCoFおよび対策費用試算結果

 2030年※1および2050年※2を想定した場合の北海道、東北東京、中西６エリアについてRoCoFを評価したところ、
2050年の中西6エリアではRoCoFが2.0Hz/sを超過する試算となった。

 またその対策必要日数や対応策を元に対策費用を推定すると、2.1～8.2億円/年という試算となった。

北海道エリア電源脱落
（RoCoF最大）

東北エリア電源脱落
（RoCoF最大）

東京エリア電源脱落

北陸エリア電源脱落

中部エリア電源脱落

関西エリア電源脱落

中国エリア電源脱落

四国エリア電源脱落

九州エリア電源脱落
（RoCoF最大）

中西6エリア 東北東京 北海道

2030

RoCoF 1.92Hz/s 1.87Hz/s 1.12Hz/s

Msys 261.6GW・s 198.9GW・s 21.7GW・s

対策必要日数 なし なし なし

2050
with

RoCoF 2.39Hz/s 1.94Hz/s 1.29Hz/s

Msys 139.5GW・s 170.3GW・s 14.7GW・s

対策必要日数 4日/年 なし なし

慣性不足量 25GW・s・日 なし なし

対応策 同期電源の追加 なし なし

コスト 2.1~8.2億/年 なし なし

<試算結果※3>
※1 第6次エネルギー基本計画の前提を置いた試算結果であり、需要や供給力バランスの想定が変われば、算定結果も異なる
※2 マスタープランベースシナリオによる結果であり、需要や供給力バランスの想定が変われば、算定結果も異なる

※3 発電機Msys最小断面(代表断面)による結果であり、
前提条件が見直されれば、算定結果も異なる
同期電源の対策費用は270万～1050万円/GW・s・日と設定



10（参考）RoCoF最大と推定される代表断面

 年間8760時間で最も厳しい状況として、Msys合計値の最小となる需給断面においてRoCoFのシミュレーションを実
施していた。

出所）第７３回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022.5.25)資料６を一部加工
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_73_06.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_73_06.pdf


11（参考）引き続き検討を進めることにしていた課題

本日の
議論事項

出所）第８１回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2023.1.24)資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_81_03.pdf

 将来の慣性力不足の評価は代表断面のみに実施していたため、複数断面の評価方法を整理することにした。
 また系統事故時など大きな擾乱が発生する場合のインバータ電源の応動（運転停止するかどうか）を調査のうえ、

対応策を検討することにした。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_81_03.pdf


12目次

1.本日の報告概要

2.（参考）これまでの議論状況の振り返り

3.系統事故など急峻な変動が生じた場合の系統安定性

4.まとめ



13系統事故時の電圧・周波数の変動について

 電力系統の周波数は同期電源の回転速度によって定まるものであり、この回転速度は需給変化時に変動するが、
発電機は慣性力を持つために滑らかに変化しており、これは系統事故が発生した場合にも同様である。

 他方で、電力系統の機器が検出する周波数は、電圧波形を元に周波数および電圧位相を演算する方式であるため、
系統事故時の電圧の乱れを周波数の変動と検出してしまうことがある。

 この周波数の変化や電圧位相の変化によってインバータ電源が運転停止する可能性があり、その結果として更なる周
波数低下を招くことで電源の連鎖脱落に至ることが懸念される。

 また、系統事故時などの電圧変動は電力系統の短絡容量が小さくなるほど大きくなる。さらに、短絡容量は同期電源
が減少するほど小さくなるため、将来においてはこの影響が大きくなることが想定される。

G

G

同期発電機の
周波数(Hz)

電源
脱落

同期機

需要

系統電圧(kV)

時間

演算した周波数(Hz)

時間

系統
事故

非同期機

電力
系統

計測
箇所

系統事故直後

時間

系統事故
直後

系統事故直後

非同期機

慣性を持つため滑らかに変化

急峻に変化



14（参考）短絡容量と電圧変動と同期発電機の関係性

 短絡容量はその地点における電圧とその地点から電力系統を見た時のインピーダンスによって定義される。一般的に
同期電源が少なくなるとインピーダンスは大きくなることから短絡容量が小さくなる。

 短絡容量の大きさは電圧維持能力の程度も表しており、短絡容量が小さいほど、系統事故などのじょう乱が発生した
ときの電圧変動が大きくなる。そのため、同期電源が減少していくと、電圧変動が大きくなり易くなると考えられる。

＜短絡容量のイメージ＞

短絡容量(S)を表す式

𝑆𝑆 = �𝑉𝑉2
𝑍𝑍

電力
系統

電圧V

この地点から見る
インピーダンス：Z

⇒インピーダンス(Z)が大きくなると
短絡容量が小さくなる

⇒短絡容量が小さくなると
電圧維持能力が低下する

火力、水力、原子力など 電圧

時間

電力系統の電圧を
自ら支える

周波数と
電圧を生成

故障による
電圧変動小

系統事故

風力、太陽光など 電圧 故障による
電圧変動大接続点の電気波形に

合わせて出力する

時間

系統事故

短絡容量が大きい(同期電源が多い)場合のイメージ

短絡容量が小さい(非同期電源が多い)場合のイメージ



15系統事故時の電圧・周波数変動の影響に対する検討の進め方について

 系統事故時には既存のFRT要件で定められている以上の電圧・周波数変動が生じると想定されるため、まずもっては
そういった事象に対してインバータ電源がどのような挙動（運転継続可能か）になるか、国内の複数メーカーにアン
ケート調査を行い実態把握を行った。

 そのうえで、再エネ大量導入時に系統安定性を維持できるかどうかをシミュレーションで確認しつつ、とりえる対応策につ
いて検討を行うことにした。

【今回検討】
アンケート調査により
機器の特性を把握

検討①
インバータ電源への影響

インバータ電源が
運転継続できるか

【今回検討】
当面(2030年)の状況を
シミュレーションにより評価

（次回以降整理予定）
将来(2050年)の状況を
シミュレーションにより評価

検討②
系統安定性の評価

系統事故時などでも
安定性を維持できるか

【今回検討】
とりえる対応策の洗い出し

（次回以降整理予定）
②の将来の状況を確認

して方向性を整理

検討③
対応策の構築

どのような対応策で
安定性を確保できるか



16【①：インバータ電源の実態調査】
急峻な電圧・周波数変動時に想定されるインバータ電源の応動（1/2）
 急峻な電圧・周波数の変動が生じた場合にインバータ電源が運転継続できるかどうか、国内の複数メーカーにアン

ケートをとり既存の設備実態の確認を行った。
 具体的には、系統事故時に想定される電圧・周波数の変動に対して、どの程度の変動幅および継続時間でインバー

タ電源が運転停止する可能性があるか確認した。

周波数[Hz]

時間[s]

系統事故時の
過渡的な変動

位相[°]

時間[s]

系統事故時の
過渡的な変動

系統事故時に生じると想定される変動に
対する運転継続可否をアンケート



17【①：インバータ電源の実態調査】
急峻な電圧・周波数変動時に想定されるインバータ電源の応動（2/2）
 アンケート調査結果を元に、周波数ステップ要素（階段状の変化）、周波数ランプ要素（直線状の変化：FRT要

件で2.0Hz/sの耐量が規定）、電圧位相要素（階段状の変化）に対して、インバータ電源がどのような挙動になる
か整理した。

 各メーカーによって具体的な応動は様々であるが、それらを包含する閾値として、今回の検討においては、一部のメー
カーでも停止する変動に対しては、停止する可能性があるものとして系統安定性の評価を行った。

周波数ステップ要素（階段状の変化） 周波数ランプ要素（直線状の変化） 電圧位相要素（階段状の変化）

時間

周波数

周波数変化率(Hz/s)

検出時間(ms)
FRT要件

2

運転停止
する変動

停止の可能性
がある領域

時間

電圧位相

電圧位相(°)

検出時間(ms)

10

運転停止
する変動

時間

周波数

停止の可能性
がある領域

周波数(Hz)

検出時間(ms)

1

運転停止
する変動 130

500

80
50

2.3 3.5 5

停止の可能性
がある領域

●：A社、●：B社、●：C社、●：D社（プロット点はイメージ）

様々な変動に対し
運転継続可否を

確認

様々な変動に対し
運転継続可否を

確認

様々な変動に対し
運転継続可否を

確認



18【②：シミュレーションによる安定性確保の評価】
インバータ電源の応動を考慮した当面の安定性確保の評価（1/3）
 2030年を想定した具体的なシミュレーションシナリオとしては、短絡容量が非常に小さいと想定されるMsys最小

（RoCoFが最大）となる前回のシミュレーションの需給状況とした。
 さらに同期電源単体の停止ではなく、電源線ルート事故とともに同期電源が停止するという条件のもとで以下を確認

し、系統安定性を確保できているかを評価した。
• 系統事故の電圧、周波数変動でアンケート結果の閾値超過によりインバータ電源が運転停止するか
• インバータ電源が運転停止した時に周波数を維持できるか（大規模停電等に至らないか）

これまでの慣性力（RoCoF）のシミュレーション 今回の電圧・周波数変動のシミュレーション

電源状況：発電機Msys合計が最小（RoCoFが最大と想定） 電源状況：同左（短絡容量が小さい）

G
送電線

同期電源 需要

インバータ電源

停止

・周波数が大幅低下
・電圧変動は小さい

RoCoFが2.0Hz/sを超える場合に停止

送電線

送電線

G

同期電源 需要

インバータ電源

停止

電圧・周波数の急峻な変動で前項の閾値
を超える場合に停止
⇒系統事故の影響により従来の検討よりも
系統安定性が厳しくなる可能性

送電線

送電線

事故により
送電線停止

・周波数が大幅低下
・電圧変動が大きい

電圧

時間

電圧変動小
電圧

電圧変動大

時間

【イメージ】【イメージ】



19【②：シミュレーションによる安定性確保の評価】
インバータ電源の応動を考慮した当面の安定性確保の評価（2/3）
 北海道・東北東京・中西6エリアのそれぞれについて、大規模電源が接続する電源線ルート事故が発生時の状況を

確認したところ、下表のシミュレーション結果が得られた。
 いずれの電源線ルート事故おいても、2030年ではインバータ電源の運転停止が一定程度発生し、周波数回復のた

めの負荷制限が生じるものの、電源の連鎖脱落・ブラックアウトに至るような状況ではなく、系統の安定性は確保でき
ているものと考えられる※1。

東北エリア内の
電源線ルート事故

中西6エリア 東北東京 北海道
電源停止量

（同期電源+再エネ） 433万kW 625万kW 157万kW

負荷制限
(UFRなど) 281万kW 459万kW なし

系統維持 ○ ○ ○

※2 ・第6次エネルギー基本計画の前提を置いた試算結果であり、需要や供給力
バランスの想定が変われば、算定結果も異なることに留意が必要
・発電機Msys最小断面(代表断面)による結果であり、またアンケート結果等に
よりインバータ電源の停止有無を評価したものであり、実際のインバータ電源
停止量が異なる可能性があるなど前提条件が見直されれば、算定結果
も異なることに留意が必要

<シミュレーション結果※2>

九州エリア内の
電源線ルート事故

北海道エリア内の
電源線ルート事故

※1 シミュレーション条件が変わることで系統安定性の状況は変わりえることに留意が必要



20（参考）周波数低下による発生する事象のイメージ

 標準周波数（50Hzまたは60Hz）から1Hz程度周波数が低下した場合にはUFRなどにより負荷制限を行うことで
周波数維持を図る。

 それよりも更に著しく周波数が低下する場合には、地域間連系線の分断や発電側UFR（発電設備の連鎖脱落）
が発生することで系統安定性が損なわれ大規模な停電が発生する可能性がある。

出所）送配電網協議会ホームページ資料を一部加工
https://www.tdgc.jp/information/docs/367f2ce75b42f870fdb4fdf96001a02de8aa135c.pdf

https://www.tdgc.jp/information/docs/367f2ce75b42f870fdb4fdf96001a02de8aa135c.pdf


21【②：シミュレーションによる安定性確保の評価】
インバータ電源の応動を考慮した当面の安定性確保の評価（3/3）
 2030年想定においては事故設備の周辺系統を中心にインバータ電源が運転停止することが見込まれることが分かっ

た。ただし影響範囲が限定されていることにより、周波数低下が一定レベルに収まっていると考えられる※1。
 今後、更なる再エネ導入拡大を進めた状況下として、2050年想定における地理的な影響範囲（停止する範囲）

および影響量（停止する量）がどのように変わり、またそれによる系統安定性の確保状況について今後確認していく
ことでどうか。

2030年想定
（今回確認）

2050年想定
（今後検討）

停止するインバータ電源の地理的な分布イメージ（中西エリアの場合）

多数のインバータ
電源が停止

一定程度のインバータ
電源が停止

一部のインバータ
電源が停止

事故箇所

インバータ電源の停止は
主に事故設備の周辺で発生※2

将来はどのような
影響が生じるか？

事故箇所

※2 今回の検討では九州エリアの事故を想定しているため九州エリア内で多数のインバータ電源
停止となったが、他エリアの事故であれば当該エリア内でインバータ電源停止となる

※1 シミュレーション条件が変わることで影響範囲は変わりえることに留意が必要



22【③：対応策の検討】
考えられる対応策について（1/2）
 前述の通り、電源線ルート事故に関して2030年では系統安定性が維持していると見込まれることが示唆された※。
 中長期的な対応策の導入要否については、今後実施する2050年を想定した条件のもとで確認を進めていくが、課

題が顕在化した場合にどのような対応策がとりえるか検討を行った。
 本課題は「短絡容量の低下（系統側の事象）」による電圧・周波数変動の拡大による「インバータ電源の運転停止

（機器側の事象）」であることから、考えられる対応策としては、①短絡容量の維持（系統側での対策）と②イン
バータ電源が運転継続可能とする技術要件・機能整備（機器側での対策）の両面での対応策が考えられる。

送電線などの系統事故

電圧・周波数の急峻な変動拡大

インバータ電源が運転停止

短絡容量の低下（同期電源の減少）

（当面）系統安定性は維持の見込み （将来）系統安定性を今後評価

必要に応じて対応策を構築

短絡容量の維持

運転継続可能とする
要件（機能）整備【対応策②】

【対応策①】

※ シミュレーション条件が変わることで系統安定性の状況は変わりえることに留意が必要



23【③：対応策の検討】
考えられる対応策について（2/2）
 対応策①・②として、それぞれ以下のように考えられる。

＜対応策①：短絡容量の維持＞
 （方法）短絡容量を維持（増加）させる方策としては、慣性力確保（RoCoF維持）の対策でもあった同期

電源の運転台数の増加、同期調相機の設置、等
 （課題）インバータ電源の運転停止を予防する対策として十分な効果を持つかどうか、等

＜対応策②：インバータ電源が運転継続可能とする技術要件・機能整備＞
 （方法）現状で定められているFRT要件（2.0Hz/s）に加えて、系統事故時の過渡的な変動に対してイン

バータ電源が運転継続できるような要件を整備
 （課題）インバータ電源にどの程度まで運転継続を求めるか、低圧～特別高圧に接続されているインバータ電源

に対してどのような条件であれば導入可能か、等

 これらの対応策について、将来（2050年）にどのような状況になるかを確認のうえで実効性のある方向性を整理す
ることでどうか。

 なお、インバータ電源が運転継続可能となる技術要件の整備（FRT要件の整備）は、技術的な実現性の評価など
専門的な知見も必要となるため、基本的な方向性を本委員会で整理のうえ、グリッドコード検討会に連携していく。



24（参考）FRT要件見直しに関するこれまでの整理

 FRT要件見直しは慣性力低下（RoCoF増加）の対策としても考えられるところ。
 他の技術要件との両立性の検討が必要であることから、技術開発状況を踏まえて検討することとしていた。

出所）第６１回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2021.5.26)資料４
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_61_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_61_04.pdf


25（参考）慣性力の調達（RoCoF維持）としてとりえる対応策の例

出所）第６１回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2021.5.26)資料４
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_61_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_61_04.pdf


26（参考）グリッドコード検討会でのロードマップ

 本委員会において要件化の必要性を整理のうえ、必要によりグリッドコード検討会の各フェーズの検討内容に反映して
整理を進める。

出所）第１６回グリッドコード検討会(2024.3.22)資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/gridcode/2023/files/gridcode_16_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/gridcode/2023/files/gridcode_16_03.pdf
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28まとめ

 「再エネ主力電源化」に向けた系統安定性に関わる課題の一つとして、系統事故時などに生じる急峻な電圧・周波
数の変動の影響と対応策について検討を行った。

 2030年想定においては電源線ルート事故に関してはインバータ電源の運転停止の可能性はあるものの系統安定性
は確保できていると見込まれる※。

 他方で、更なる再エネ導入拡大の進む将来においてはこの状況は変わりえるため、2050年を想定したシミュレーション
を行いながら、必要な対応策の構築を進めていくことでどうか。

【今回検討】
アンケート調査により
機器の特性を把握

検討①
インバータ電源への影響

インバータ電源が
運転継続できるか

【今回検討】
当面(2030年)の状況を
シミュレーションにより評価

（次回以降整理予定）
将来(2050年)の状況を
シミュレーションにより評価

検討②
系統安定性の評価

系統事故時などでも
安定性を維持できるか

【今回検討】
とりえる対応策の洗い出し

（次回以降整理予定）
②の将来の状況を確認

して方向性を整理

検討③
対応策の構築

どのような対応策で
安定性を確保できるか

※ シミュレーション条件が変わることで系統安定性の状況は変わりえることに留意が必要
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